
第１章 介護予防総論 

１ 介護予防の定義と意義 

（１）介護予防とは 

介護予防とは，「要介護状態の発声をできる限り高齢者が要介護状態になることをでき

る限り防ぐ（遅らせる）こと，そして要介護状態にあってもその悪化をできる限り防ぐこ

と，さらには軽減を目指すこと」と定義されます。 

介護保険法第４条（国民の努力及び義務）において，「国民は自ら要介護状態となるこ

とを予防するため，加齢に伴って生ずる心身の変化を自覚して常に健康の保持増進に努め

ると共に，要介護状態となった場合に置いても進んでリハビリテーションその他の適切な

保険医療サービス及び福祉サービスを利用することにより，その有する能力の維持向上に

努めるものとする」と規定されています。 

   比較的若い時期からの疾病(生活習慣病)予防と同様に，高齢期には日々の生活を自立    

    して暮らすための介護予防の取組が重要となります。 

一方，高齢者は，様々な基礎疾患を有していることも多く，身体状況が変化しやすいこ

とから，その心身の状況に応じ住み慣れた地域で生活を継続できるようにするため，医療

・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」を構築

することが，喫緊の課題となっています。       

（２）介護予防が目指すもの 

介護予防は，単に運動機能や栄養状態など，特定の機能や状態の改善を目指すものでは 

なく，心身機能全体の改善を通じて，高齢者が自立した日常生活を営むことができるよう

に支援することを目的としており，個々の高齢者の生活や役割の向上を通じて，生きがい

や自己実現を図ることにより，生活の質，いわゆるＱＯＬを向上するものです。 

図表１－１  
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（３）本県の介護の現状と課題 

本県の６５歳以上の要介護認定者は，平成２５年５月末現在で約９万６千人で，介護保

険制度開始時の１．７倍，要介護認定率は２０．７％となっています。

また，単身世帯・高齢夫婦世帯も増加しており，県の平成２２年度高齢者実態調査によ

ると，介護者の約４割が６５歳以上のいわゆる老々介護となっています。

このような現状から，地域全体で高齢者を支える仕組みづくり（｢地域包括ケアシステ

ム｣）が必要であり、介護予防・重症化防止の充実・強化は重要な課題の一つです。 

図表１－２ 本県の介護の現状と課題

図表１－３ 本県と全国の要介護認定率の推移
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介護予防は，高齢者が自ら進んで健康づくり事業や介護予防の活動に継続的に参加し，

自分らしい生活を維持できるようにする必要があります。そのためには，高齢者が日常生

活の中で気軽に参加できる活動の場が身近にあり，地域の人とつながりを通して活動が広

がるような地域づくりが必要です。 

２ 介護予防事業及び予防給付における介護予防サービスの概要 

介護予防サービスには，一次予防事業，二次予防事業，予防給付サービスがあります。 

図表１－４ 
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（１）一次予防事業の種類と内容

一次予防事業とは、６５歳以上の高齢者を対象とし、健康教育、健康相談等の取組を

通じて、介護予防に関する活動の普及・啓発や地域における自発的な介護予防に資する

活動の育成・支援を行う事業です。 

（２）二次予防事業の種類と内容

二次予防事業とは、要介護状態・要支援状態となるおそれの高い６５歳以上の者を対

象として、介護予防に向けた取組を通じて、一人ひとりのいきがいや自己実現のための

取組を支援し、活動的でいきがいのある人生を送ることができるように支援する事業で

す。 

（３）予防給付サービスの種類と内容

予防給付サービスとは、要介護状態が軽度である要支援１・２の該当者に対して、要支

援状態がそれ以上悪化しないように、または、改善するように支援するサービスです。 
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３ 介護予防に係る二次予防事業について

要介護状態になるおそれの高い状態にあると認められる６５歳以上の者に対し，介護予

防事業を実施し，対象者の心身の機能や生活機能を高めるとともに，一人ひとりの生きが

いや自己実現のための取組を支援します。 

   今回のマニュアルには，従来の「運動器機能向上プログラム」「栄養改善プログラム」「口

腔機能向上プログラム」「閉じこもり・認知機能低下・うつ予防・支援プログラム」に，「複

合プログラム」を追加しました。

事業実施後は事後アセスメントを行い，専門職による継続支援が必要な対象者は二次予防

事業の継続，また，状態が改善した対象者はその状態が維持されるよう，一次予防事業や地

域で行われている健康づくりや介護予防活動へつなぐなど，対象者が主体的に介護予防活動

に取り組めるよう支援することが必要です。 

介護予防に係る二次予防事業の流れは，次のとおりです。 

（１）介護予防に係る二次予防事業の流れ
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図表１－５ 介護予防に係る二次予防事業の流れ

【県介護福祉課作成】 
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（２）二次予防事業の対象者把握について 

ア 対象者の定義 

二次予防事業対象者とは，要支援･要介護状態となるおそれの高い状態にあると認められ

る６５歳以上の者です。 

イ 二次予防事業対象者把握の方法等

二次予防事業の対象者は，心身の健康状態の悪化や生活機能の低下などを抱えているた

め，日常生活が不活発となり，生活範囲も狭く，機能改善や介護予防に対する意欲も低下

していることも考えられます。 

したがって，地域における様々なルートを通じて対象者を把握する必要があります。 

市町村が二次予防事業の対象者として決定されるまでの流れは次のようになります。 

ウ 基本チェックリストについて 

二次予防事業の対象者は，基本チェックリストにより決定されます。（様式１） 

基本チェックリストとは，高齢者の生活機能を評価し，要介護状態となるリスクを予測

することを目的に開発された２５項目の質問票です。 

№１～５までは手段的日常生活活動（社会生活を営む上で基本となる行為），№６～ 

１０までは運動機能，№１１と１２は栄養，№１３～１５までは口腔機能，№１６と１７

は閉じこもり，№１８～２０までは認知機能，№２１～２５まではうつ・閉じこもりにつ

いてそれぞれ評価するものです。 

次の①から④までのいずれかに該当する者を，要介護状態等となる恐れの高い状態にあ

ると認められる者として，二次予防事業の対象者とします。 

【県介護福祉課作成】 

図表１－６ 二次予防事業対象者の把握の流れ
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基本チェックリスト           総論－様式１

二次予防事業対象者の基準 

① №１～２０までの２０項目のうち１０項目以上に該当する者 

         ② №６～１０までの５項目のうち３項目以上に該当する者 

     ③ №１１及び№１２の２項目すべてに該当する者 

     ④ №１３～１５までの３項目のうち２項目以上に該当する者  
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（３）二次予防事業の介護予防ケアマネジメント  

二次予防事業対象者が要介護状態になることを予防し，住み慣れた地域で安心して生活 

を継続できるよう，利用者の生活機能の向上に対する意欲を引き出し，サービス利用後の

生活をわかりやすくイメージできるよう具体的な日常生活における行為について目標を明

確にし，対象者自らの選択に基づき，セルフケアや地域の公共サービス，介護予防事業等

が包括的に効果的に実施されるよう必要な援助を行うものです。 

二次予防事業における介護予防ケアマネジメントの流れは，以下のとおりです。 

図表１－７

二次予防事業における介護予防ケアマネジメントの流れ
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総論－様式２
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総論－様式３
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４ 二次予防事業終了後について

二次予防事業終了後，事業実施者は対象者の事後アセスメントを行い，専門職による継続支援

が必要な対象者は二次予防事業の継続，また，状態が改善した対象者はその状態が維持されるよ

う，一次予防事業や地域で行われている健康づくりや介護予防活動へつなぐなど，対象者が主体

的に介護予防活動に取り組めるよう支援することが必要です。 

 二次予防事業終了後の対象者が，地域の通いの場で主体的に介護予防活動に取り組めるよう，

市町村や事業実施者は，事業運営の中で対象者に役割を持ってもらうなど対象者の主体性を引き

出す視点を持ち，事業終了後の地域での生活を見据えた支援が重要です。 

５ 予防給付の介護予防ケアマネジメント

予防給付は，要支援者に対し，介護予防支援事業者（地域包括支援センター）による介護予

防ケアマネジメントに基づき，介護予防サービス事業者によるサービスが提供され，一定期間

を経過後に介護予防支援事業者（地域包括支援センター）による効果の評価が行われます。 

 介護予防に係る予防給付の流れは次のようになります。 

図表１－８

予防給付における介護予防ケアマネジメントの流れ
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６ 医師の判断を求める場合の基準 

地域支援事業実施要綱の改正により，二次予防事業対象者の選定については，基本チェックリ

ストの実施によって決定できることとなったが，特に運動器関連プログラムの参加にあたって，

管理すべき疾患がある者等については，医師の判断が必要と考えられる。 

 プログラムは個別サービス計画に基づいて行わなければならない。また，心臓疾患や骨折等の

傷病を有している者については，運動器の関連のプログラムの参加の適否について医師の判断を

求める必要がある。 

図表１－９ プログラム参加に係るチェックシートを活用した医師の判断を求める 

対象者把握の流れ 
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７ 安全への配慮について

（１）安全管理について

ア 介護予防事業及び予防給付における介護予防サービス（以下，｢介護予防サービス｣とい

う。）を，効果的かつ安全に実施するためには，施設･設備･人員･運営において，必要な体

制がとられていることが不可欠です。  

介護予防サービスは，要支援･要介護状態となるおそれの高い高齢者（二次予防事業対象

者）を対象とすることから，個々の心身の状態を十分に把握し，状態に応じたプランの作

成及びプログラムの実施，また医療機関との連携等，特に安全管理において十分な体制を

整える必要があります。 

イ 介護予防サービスは，感染症に対する抵抗力が弱い高齢者に対して集団で事業を実施す

ることから，感染症を予防する体制を整備し，平常時から対策を講ずるとともに， 感染

症発症時には迅速かつ適切な対応を図る必要があります。 

ウ 事故等発生時の対応について 

（ア）事業者の動き 

事業者は，利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は，速やかに主治医への

連絡を行う等の必要な措置を講じることが必要であり，介護保険事業者の場合，指定基準

に緊急時の対応が規定されています。 

図表１－１０ 
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（イ）行政の動き 

市町村並びに地域包括支援センターにおいては，万一の事故に備え，あらかじめ事業

者からの連絡方法や緊急時の対応手順を明文化しておくことが重要です。また，AED 等

が設置されている場合には，その使い方の訓練（実施担当者等を対象）を行っておくこ

とも大切です。 

図表１－１１ 

緊急時対応フロー

市町村介護予防担当課の動き 地域包括支援センターの動き

事業者からの病気・事故発生の連絡

状況の確認

課内で対応を協議

対応を指示
■他の参加者の教室の継続
■搬送（受診）先の病院訪問など

■家族へ連絡（帰宅後の体調･状況を
確認）
■事業者へ対応について連絡
■地域包括支援センターへ対応につい
て連絡
■保険の対象になるかを検討

事業者からの病気・事故発生の連絡

●●市町村●●担当課からの対応
について連絡

後日，本人･家族へ連絡をとり，状況把握
必要であれば中止申請書提出
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８ 介護予防事業等の事業評価

介護予防事業は，事業評価を行うことも事業の中に含まれており，評価結果に基づき，事

業の実施方法等の改善を図ることが求められています。 

事業評価をする際には，以下の３段階の評価指標を設定します。 

   ・ プロセス指標    ： 事業を効果的･効率的に実施するための事業の企画立案，実施過

程等に関する指標 

    ・ アウトプット指標： 事業成果の目標を達成するために必要となる事業の実施量に関

する指標 

    ・ アウトカム指標 ： 事業成果の目標に関する指標 

（１）介護予防事業等評価の流れ 

ア サービス事業所等は，概ね３ヶ月から６ヶ月程度の事業の提供及び評価（個別評価と事

業評価）を実施し，事業終了後１ヶ月以内に集団と個別データを地域包括支援センターに

報告します。 

イ 地域包括支援センターは，サービス事業所等から報告を受け，ケアプランの評価を行い，

集団のデータは年度分をまとめ，実施次年度４月末までに市町村に報告します。 

ウ  市町村は，地域包括支援センターからの報告分をまとめ，６月末までに管轄する地域振

興局・支庁を経由して県に報告します。 

図表１－１２
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（２）一次予防事業の評価指標 

・ プロセス評価 

        以下の５項目について，事業が適切な手順･過程を経て実施できているか否かを評価し 

ます。 

       ア 介護予防に関する一般的な知識や，介護予防事業の対象者，事業内容，参加方 

      法等の事業実施に関する情報について積極的に普及啓発を行っているか。 

       イ 介護予防に資する活動を行っているボランティアや地域活動組織を適切に把握 

      しているか。 

       ウ 介護予防事業を推進するに当たり，介護予防に資する活動を行っているボラン 

      ティアや地域活動組織と密に連携を図っているか。 

       エ ボランティアや地域活動組織のリーダー等を育成するための研修会等を開催し 

      ているか。 

       オ 地域活動組織の求めに応じて，担当職員の派遣，活動の場の提供等の支援を行 

      っているか。 

・ アウトプット･アウトカム指標 

一次予防事業については，市町村の創意工夫により様々な事業が想定されることから，

事業内容等に応じて,市町村において適宜指標を設定し，アウトプット及びアウトカムの

評価を行う。 

     【指標の例】 

ア 介護予防講演会，相談会等の開催回数･参加者数  

       イ 介護予防に関するイベント等の開催回数 

       ウ ボランティア育成のための研修会の開催回数･参加者延数 

       エ 地域活動組織への支援･協力等の実施回数 

       オ 当該年度に新規に創設された地域活動組織数 

（３）二次予防事業の評価指標 

・ プロセス評価 

以下の１０項目について，事業が適切な手順･過程を経て実施できているか否かを評

価します。

        ア 二次予防事業対象者を適切に把握･選定するため，複数の把握経路を確保して  

      いるか。 

        イ 二次予防事業対象者に関する情報を提供してくれた関係機関等へ，当該二次予 

      防事業対象者に対する事業の実施状況等について情報還元を行っているか。 

        ウ 事業の企画･実施・評価に住民が参画しているか。 

       エ  事業の実施状況を把握しているか。 

        オ 事業の実施量と需要量の関係を的確に把握しているか。 

        カ 事業に実施状況の検証に基づき，次年度以降の実施計画の見直しを行っている 

         か。 
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        キ 事業に関する苦情や事故を把握しているか。 

        ク  事業の効果を分析する体制が確立しているか。 

        ケ 関係機関（地域包括支援センター，医療機関，民生委員等）において情報を共有

するため，共有する情報の範囲，管理方法，活用方法に関する取り決めをしている

か。 

コ 二次予防事業対象者の個人情報が共有されることについて，対象者に十分な説明

を行い，同意を得ているか。 

・ アウトプット指標 

    指 標          評 価 方 法 

ア 介護予防ケアマ

ネジメント実施

件数 

（実施率）

年度末に年間の介護予防マネジメントの実施状況を集計し，実施予定

件数及び実施件数により二次予防事業対象者の把握状況を評価する。

（実施率＝実施件数÷実施予定件数） 

イ 事業実施回数 

（実施率）

年度末に年間の各種事業の実施状況を集計し，実施予定回数及び実施

回数により実施状況を評価する。 

（実施率＝実施回数÷実施予定回数） 

通所型介護予防事業，訪問型介護予防事業の事業種別や，運動器の機

能向上，栄養改善等の実施プログラム別に集計する事が望ましい。 

ウ 事業参加者数 

     （実施率）

年度末に年間の各種事業の状況を集計し，事業参加予定者数及び事業

参加者数により実施状況を評価する。 

（実施率＝参加者数÷参加予定者数） 

通所型介護予防事業，訪問型介護予防事業の事業種別や，運動器の機

能向上，栄養改善等の実施プログラム別に集計する事が望ましい。  

・ アウトカム指標 

    指 標                評 価 方 法 

ア 新規認定申請者

数 

年度末に年間の新規認定申請者数を集計･分析する。介護予防事業の

効果を直接反映する指標ではないが，前年比や年次推移等のデータを

介護予防事業の効果に活用する。 

イ 新規認定者数 

（要介護度別） 

年度末に年間の新規認定者数を集計し，要介護度別の新規認定者数の

前年比，年次推移等のデータにより，介護予防事業の効果を評価する。

ウ 要支援１，要支

援２，要介護１

の人数 

年度末時点の要支援１，要支援２，要介護１の人数を集計し，介護保

険事業計画に記載されている自然体（介護予防事業等を実施しなかっ

た場合）での人数との比較。検証により，介護予防事業の効果を評価

する。 

エ 介護予防事業参

加者からの新規

認定者数 

年度末に年間の介護予防事業参加者からの新規認定者数を集計し，そ

の率（介護予防事業参加者のからの新規認定者数÷介護予防事業参加

者数）により，介護予防事業の効果を評価する。 
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オ 主観的健康感 年度末に年間の介護予防事業参加者について，事業参加前後の主観的

健康感の変化を集計し，維持･改善割合（事業参加者のうち参加後に

主観的健康感が維持･改善された者の割合）により介護予防事業の効

果を評価する。 

カ 基本チェックリ

ストの点数 

年度末に年間の介護予防事業参加者について，事業参加前後の基本チ

ェックリストの点数の変化を集計し，維持･改善割合（事業参加者の

うち参加後に点数が維持･改善された者の割合）により介護予防事業

の効果を評価する。 

（４）予防給付の効果と評価 

要支援者が一定期間のプログラムを終了した後，介護予防支援事業者により効果が評価

されます。介護予防ケアマネジメントにより設定された目標（生活機能の改善・利用者の

望む生活の実現）が，達成されたかどうか評価し，それに基づいてケアプランや介護予防

サービス計画を見直します。 

（５）介護予防事業・地域支援事業実施状況調査（国への報告） 

国は，（３）二次予防事業の評価指標の考え方に基づき，下記様式等で事業実施の翌年

に報告を求め，その結果をとりまとめて公表しています。 
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